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　我が国は、海と陸のプレートが押し合う変動帯上にあり、

常に大小の地震に見舞われてきました。特に大都市の多く

は地震の危険度の大きい地域に立地しており、これらの大

都市がひとたび大地震に襲われた場合、国民の生命・財産

の損失と共に、公共施設の破壊および都市機能の麻痺によ

る社会経済への影響は、まさに国の命運を左右することに

もなりかねないものがあります。少なくとも大地震の発生

を予知し、被害を最小限に抑えたいということは、私共の

悲願であります。 

　このため、斯界の英知を結集し、地震予知および防災に

ついての総合的な調査・研究を推進することにより、科学

技術の振興を図り、もって国民の生命・財産の保全に寄与

することを目的として、昭和５６（１９８１）年１月財団法人地

震予知総合研究振興会は設立されました。 

　さらに最近は、産業経済の高度成長に伴い都市の過密化

が進むことにより新しいタイプの地震災害の要因が増大し

ております。これらの状況に対応するため、本財団は設立

以来、地震予知および防災の調査・研究業務を、大学など

関連分野の専門的な学術的・技術的知見に基づき総合的に

推進して参りました。これらの成果は、行政および民間等

の付託に応えるとともに、高い評価を受けて参りました。 

　近年、国難となり得る東海・東南海・南海地震の切迫性

が高まってきたことから、その重要性はますます増大して

おります。 

　今後も、地震予知および防災に関する社会的要請に積極

的に対応し、設立以来ご支援を頂いております関係機関お

よび皆様のご期待に添うよう努力して参りますので、よろ

しくご指導・ご協力を賜りますようお願い申しあげます。 

 

 

ごあいさつ  
 

�地震予知総合研究振興会 
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　我が国は、地震災害の歴史の事例に照らしましても、しばしば巨大な

地震発生により、多くの人命と社会的・経済的被害を蒙って参りました。

そのため、地震予知および防災対策については国民のより強い要請があ

ります。 

　予想される東海地震など巨大地震の発生は、貴重な人命の損失はもと

より、我が国の社会的・経済的発展に大きな影響を与えるものと危惧さ

れ、昭和５３（１９７８）年に地震観測技術・地震学の発展を背景とした「大

規模地震対策特別措置法」が施行されるなど、地震予知と防災とを結び

つけた形で、地震対策に特別の努力が払われるようになりました。 

　総合的な地震対策の実現のためには、地震に関するデータの蓄積と綿

密な分析に基づき、家屋・建物、ライフライン、各種産業施設など総て

を対象とし、さらに人間行動までも含めた地震予知および防災に関する

調査・研究の促進を図ることが求められています。このため、斯界の頭

脳の効果的な結集、官学民の協力による国民の生命・財産の保全に寄与

することを目的として、財団法人地震予知総合研究振興会が公益法人

として昭和５６（１９８１）年１月に設立許可されました。 

　その後、平成７（１９９５）年１月の阪神・淡路大震災を契機に施行さ

れた「地震防災対策特別措置法」に基づき、政府に地震調査研究推進本

部が発足したのを受け、同推進本部事務局業務の一部を支援することを

目的として、同年１１月に「地震調査研究センター」を、内陸地震等に

関する調査研究および地域地震防災に寄与するため、平成９（１９９７）

年４月に岐阜県瑞浪市内に「東濃地震科学研究所」を、独立行政法人防

災科学技術研究所が進める地震観測網の整備に対応し、平成１１（１９９９）

年７月に「研究業務支持機構」を、さらに地震防災に関する学術的・技

術的諸課題について第三者的立場から総合評価を行い、その成果を社会

に還元することを目的として、平成１７（２００５）年５月に「地震防災評

価機構」をそれぞれ設置しました。当初からの理学・工学調査研究なら

びに事務局を含む本部と合わせて、本財団の組織は５分野に発展し事業

を展開しています。 
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　地震防災調査研究部工学部門は、地震を含めた自然災害

に対する防災に関して、最新の学術的・技術的知見を基に、

次の事業について工学的調査・研究を行っています。 

 

 調査研究事業 

■ライフライン施設に関する被害要因・対策・復旧に関す

る調査研究 

■斜面崩壊に関する要因分析および対策に関する調査研究 

■造成地盤・盛土被害に関する要因分析および対策に関す

る調査研究 

■構造物被害に関する要因分析および対策に関する調査研

究 

■エネルギー施設・基地に構築された各種構造物の長周期

地震動に対する要因分析および防災に関する調査研究 

主要業務の紹介 1
地震防災調査研究部は「理学部門」と「工学部門」とから

成り、地震発生を予測し、国民の生命・財産の被害を最小

限に抑えることを目的に、最新の高度な学術的・技術的知

見を基に全国の大学や研究機関の第一線の研究者のご協力

を得ながら調査研究を行っています。 

　地震防災調査研究部理学部門は、地震現象の解明と地震

災害の軽減に関して、近年発展がめざましいこの分野の新

しい知見を基に、次の事業について理学的調査・研究を行

っています。 

 

 調査研究事業 

■サイスモテクトニクスに関する調査研究 

■古地震に関する調査研究 

■地震予知防災に関する調査研究 

■地震津波災害に関する調査研究 

■地震環境に関する調査研究 

 

 研究助成事業 

■地震発生時における緊急観測調査資金の助成 

■研究者の国際交流に対する助成 

■外部関係者の研究に対する助成 

 

 研究成果の社会への還元・普及啓発活動 

■地震の予知および防災に関する情報・資料の収集、提供 

■地震の予知および防災に関する講演会・シンポジウム等

の開催 

■地震にかかわる学術および啓発のための出版物の発行 

地震防災調査研究部 
 

理学部門 

日本周辺の地震地体構造区分図 
垣見・他（２００３）数字は最大地震規模を示す 

日本列島と周辺海域の 
地震地体構造区分図 

ゴシック体英数字は構造区番号 
明朝体英数字は最大期待地震規模
を示す 

５０ ０ ５０ １００ １５０ ２００km

構造区の境界 

構造区の細分境界 

特定断層 

長周期地震動によるタンクの被害事例（㈱八州提供） 

２００４年 新潟県中越地震における国道１７号線崩壊箇所で見られたライフ
ライン各種埋設管の被害 
 

（写真は基礎地盤コンサルタンツ㈱森本氏による） 
 
 

工学部門 
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主要業務の紹介 2
平成７（１９９５）年の阪神・淡路大震災を契機として、地

震防災対策の強化を図るため、地震に関する調査研究を政

府が一元的に推進するための機関として地震調査研究推進

本部（地震本部）が設置されました。地震調査研究センター

はこの地震本部の活動支援を行っています。 

地震調査研究センター 

地震調査研究推進本部の支援事業 

全国地震動予測地図（２００９年７月２１日公表）今後３０年間に震度６弱以上の揺れに
見舞われる確率図 
（地震調査研究推進本部ホームページより） 

  

■活断層の詳細位置情報等調査 

　地震本部が進める、「活断層基本図（仮称）」の作成を

支援するため、全国の陸域活断層の地表位置・形状の特

定および活断層に関する調査結果等の収集作業などを行

っています。 

　①活断層の位置・形状情報の収集および特定 

　②活断層に関する調査・評価結果等の収集 

　③活断層関連情報の整備 

 

■地震調査研究観測等のデータベース管理等 

　地震本部の地震調査研究観測データ等のデータベース

の管理・運用およびデータ・資料の追加・更新を行って

います。このデータベースには、各種地震調査文献資料

や地殻活動に関わるあらゆる情報が格納されており、地

震本部における地震活動等の評価の際のデータとして利

用されています。 

 

 

  

■「全国地震動予測地図」報告書の更新支援 
　地震本部では「地震発生可能性の長期評価」などに基

づき、最新の科学的知見を取り入れた「全国地震動予測

地図」を作成しています。地震調査研究センターでは、

最新の情報を反映した「全国地震動予測地図」報告書の

更新支援を行っています。 

 

その他 

■地震調査委員会の各委員会活動に資するデータ・資料
収集 
■活断層評価および強震動評価に関する資料作成 
■ウェブサイトの運営 
■会議運営支援 

　などの地震本部の支援業務を行っています。 
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ボアホールの構造と地殻活動総合観測装置 

ボアホール観測点分布：赤の数字はボアホールの深度。最も深い観測点は定林
寺観測点（JRJ）で深度１０３０mに総合観測装置が設置されています。 

歪地震記録の例 
（東濃地震科学研究所　屏風山観測点　深度１０２０m　N２５０E成分） 

屏風山観測点（BYB） 

観測局舎 

孔口 

崖錐性堆積物 

瑞浪層群 

濃飛流紋岩 

美濃帯 

200ｍ 

700ｍ 

1,000ｍ 

花
　
　
崗
　
　
岩
　
　
類
 

孔径：123.0mm

1,020ｍ 

ケーブルサポート部 

ケーブルヘッド部 

無線・地震計部 

Ａ/Ｄ・基板部 

傾斜計（Ｙ成分） 

水平歪計（４成分） 

斜め歪計（２成分） 

垂 直 歪 計  

ウエイト部 

傾斜計（Ｘ成分） 
水晶温度計 

ディテクタ基板部 
モーター制御基板部 
磁力方位計（４成分） 

全長：9.3ｍ 
（本体：6.3ｍ、ウエイト部：3.0ｍ） 
重量：230㎏ 
（本体：150㎏、ウエイト部：80kg） 
歪計受感部径：66.0mm

 地殻活動総合観測と観測機器の開発 

　当研究所ではボアホール地殻活動総合観測計器を開発すると共

にボアホール観測点を構築し、地殻活動の研究を行っています。 

 

　地殻活動総合観測計器により観測されたデータを解析すること

により２００４年のスマトラ地震や２００６年の千島列島で起こった地震

など発生した地震についての情報を得ることが出来ます。また、

深部低周波地震に関する研究や地震動と地下水位変化の関連など

地殻活動に関する研究を行っています。 

 

 地震防災 

　当研究所では地域の地震防災の研究も行っています。超高密度

地震観測により、地盤による地震動の違いを調査しています。また、

いま懸念されている東海地震・東南海地震の同時発生にそなえて

家屋の耐震性調査をしています。 

０.４ － ０.５ 

０.３ － ０.４  

０.２ － ０.３ 

０.１ － ０.２ 

主要業務の紹介 3
内陸地震発生のメカニズムの解明と東濃地域などの地震防災を目的

として、１９９７年、地元の全面的なご協力の下に、岐阜県瑞浪市に設置

されました。内陸地震の研究では、地下深部における地震波、歪・応力、

地下水などの観測研究が重要です。主な施設としては、深地層研究施

設などを利用して構築したボアホールのアレイ観測網があります。 

 

東濃地震科学研究所 

岩手・宮城内陸地震（２００８／６／１４　M７．２） 
震央距離：約５００km

地震波の到達 

中国　四川地震（２００８／５／１２　Mw７．９） 
震央距離：約３０００km

縦軸：４x１０^ -７／div

震央距離：約６５００km
スマトラ島沖地震（２００４／１２／２６　Mw９．１-９．３） 

１０min． 

耐震（強度）診断値の分布です。その地域に家屋を建てる場合には診断値以上
の強度が必要です。 
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●資料に基づいて評価を行い、
その結果を報告書にまとめ、
運営会議に提出 

●「A地域の地震防災計画に関する
評価」の依頼 

●評価対応組織の原案
等を運営会議に提出 

●評価結果を報告 

評価依頼に対応した 

●評価委員会の委員長と委員を
指名 

●評価委員会報告書を検討・承
認の後、評価報告書を支援事
務局に提出 

3

5

1

2

6

4

● 6 ● 1

● 4 ● 3

● 2

● 5

評価の手順 

主要業務の紹介 5
地震防災に関する学術的なあるいは技術的な委託諸課題に

ついて、第三者的立場から客観的かつ公正な総合評価を行

い、最新の学術的・技術的成果の実用化を図って社会に還

元することを目的に、平成１７（２００５）年に地震防災評価

機構が発足しました。 

地震防災評価機構 

主要業務の紹介 4
研究業務支持機構は、地震観測網の運用、火山噴火予知に

関する研究等を推進するために必要な観測施設の整備、維

持管理、観測データの基礎的な検測、処理等に関する研究

支援を行っています。 研究業務支持機構 

支援事務局 

依頼元 

運営会議 

評価委員会 

 地震観測網の整備・維持管理業務 

■基盤的地震観測網（高感度・広帯域・強震）の維持管理 

■観測地点の選定調査 

■観測井掘削工事等の施工管理 

■観測データの検測 

■高感度地震観測データ処理システムの運用・管理 

 

 

 
全国の観測施設から送られてくるデータの検測作業 

（独）防災科学技術研究所における観測データ処理システムの運用作業 

 

火山観測データ処理業務 

■三宅島など火山の観測データを処理し、震源分布図・傾

斜変動図・地磁気変化図の作成などの研究支援 
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① 地下鉄「神保町駅」から徒歩約5分�
② ＪＲ「御茶ノ水駅」から徒歩約7分�
③ 地下鉄「御茶ノ水駅」から徒歩約8分�
④ 地下鉄「新御茶ノ水駅」から徒歩約8分�
⑤ ＪＲ「水道橋駅」から徒歩約12分�

交通のご案内�

① JR中央線「瑞浪駅」（名古屋駅から快速
50分）からタクシーで約10分�
② 中央自動車道「瑞浪I.C.」降りて約5分�

財団�
法人�地震予知総合研究振興会�
URL　http://www.adep.or.jp

東濃地震科学研究所�
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地震予知総合研究振興会�
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B3出口（千代田線）�
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地下鉄 御茶ノ水駅�
2出口（丸ノ内線）�
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